
福岡県外国人介護人材確保強化事業費補助金交付要綱 

 

 （通則） 

第１条 福岡県外国人介護人材確保強化事業費補助金（以下「補助金」という。）について

は、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、福岡県補助金等交付規則（昭和３

３年福岡県規則第５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要鋼に定める

ところによる。 

 

（交付対象） 

第２条 この補助金は、福岡県内で外国人介護人材を受け入れる（予定を含む。）介

護事業所・介護施設を経営する法人で、同一関係ではない４法人以上により構成さ

れたグループ（以下「法人グループ」という。）を交付対象とする。 

２ 補助金の申請は法人グループの代表法人（以下「申請代表者」という。）が行い、

補助金は申請代表者に交付するものとする。 

 

 （交付の目的） 

第３条 この補助金は、外国人介護人材を確保する観点から、海外現地での働きかけを強化

し、海外現地の学校との連携を強化するなど、現地での人材確保に資する取組を行う法人

グループに対して支援を行うことで、外国人介護人材の受入促進を図る。 

 

 （交付の事業内容） 

第４条 この補助金の交付の対象となる事業は、法人グループが行う、以下の事業（以下「補

助事業」という。）とする。 

  ただし、（３）及び（４）の事業は必須とする。 

（１） 送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集 

外国人介護人材の確保の取組を効果的に行うため、送り出し国の学校、送り出し機関、政

治情勢、生活・文化・風習等の事前調査等を行う。 

（２） 海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化 

海外現地の学校や送り出し機関等との関係構築・連携強化を図るための訪問活動等を実施

するとともに、必要となる宣材ツールの作成等を行う。 

（３）海外現地での説明会開催等の採用・広報活動 

外国人介護人材の確保を促進するため、 

・ 海外の日本語学校等での説明会の開催や現地での求人募集等の採用活動 

・ 日本の介護に関するＰＲ 、介護施設や介護福祉士養成施設等の情報提供などの広報

活動 

・ 上記取組を実施するために必要となる宣材ツールの作成 

等を行う。 

（４）海外現地での介護人材候補者に対する学習支援 

  介護の日本語等の学習支援を実施する。 

（５）その他海外現地における外国人介護人材確保のための取組  

 

 



２ 補助金の交付の対象となる事業の実施期間は、補助金の交付決定の時期に関わらず、交

付決定のあった日の属する年度の４月１日から２月２８日までとする。 

   

 （交付額の算定方法） 

第５条 この補助金の交付額は、次により算出された額とする。 

 

 （交付の条件） 

第６条 この補助金の交付の決定については、次の条件を付すものとする。 

 （１）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となっ

た場合には、速やかに知事に報告し、その指示を受けなければならない。 

 （２）補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の財産

については、規則第２０条の規定により、知事が別に定める期間を経過するま

で、知事の承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡

し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。 

 （３）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その

収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 （４）補助事業により取得、又は効用の増加した財産については、事業完了後にお

いても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図

らなければならない。 

 （５）補助事業を行うために請負契約を締結する場合には、一括下請負の承諾をし

てはならない。 

 （６）補助金と補助事業に係る証拠書類の管理については、補助事業に係る予算及

び決算を明らかにした調書を作成するとともに、補助事業に係る予算及び決算

について証拠書類を整理し、かつ、当該調書及び証拠書類を補助金の額の確定

の日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）

の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。ただし、事業に

より取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の財産がある場合は、

前期の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は規則第２０条の

規定により、知事が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管し

１ 対象経費 ２ 補助率 ３ 補助限度額 ４ 補助金の額 

補助事業の実施に必

要な次に掲げる経費 

給料、職員手当等、報

酬、報償費、旅費、需用

費（消耗品費、燃料費、

印刷製本費、光熱水費、

修繕料、食糧費）、会議

費、使用料、賃借料、役

務費（雑役務費、通信運

搬費、保険料、手数料）、

委託料、備品購入費（単

価30万円以上の備品を

除く。） 

１０分の１０  

５，０００千円 

 

１法人５００千円×

法人グループ内の法

人数の合計額とす

る。ただし、１０法

人分の５，０００千

円を上限とする。 

対象経費の実支出額と総事

業費から寄付金その他の収入

額を控除した額とを比較して

少ない方の額に補助率を乗じ

たもの（１，０００円未満の

端数が生じた場合には、これ

を切り捨てるものとする。）を

補助上限額として交付額とす

る。  

 



ておかなければならない。 

 （７）この補助金の交付と対象経費を重複して、他の法律又は予算制度に基づく県

の負担又は補助を受けてはならない。 

 

 （申請手続） 

第７条 申請代表者が補助金の交付を受けようとするときは、様式１により別に指示する期

日までに知事に申請しなければならない。 

 

 （交付決定等） 

第８条 知事は、前条の規定による申請があった場合において、その内容を審査し、

適当と認めるときは、速やかに交付決定を行い、様式２により申請代表者に通知す

るものとする。 

２ 知事は、前条の規定による申請があった場合において、その内容を審査し、補助

金を交付しないことを決定したときは、速やかに、様式３により申請代表者に通知

するものとする。 

 

 （交付決定の取消） 

第９条 知事は、法人グループの構成員が第６条に規定する条件に違反した場合、不

正の手段により補助金の交付決定を受けた場合は、補助金の交付決定の全部又は一

部を取り消すものとする。 

 

 （事業変更の承認） 

第 10 条 申請代表者は、補助事業の内容の変更（事業に要する経費の減額の場合を除く。）

をしようとするときは、あらかじめ様式４により知事に申請し、その承認を受けなければ

ならない。 

２ 知事は、前項の承認をする場合は、必要に応じ、交付決定の内容を変更し、又は条件を

付することができる。 

 

 （事業の中止又は廃止） 

第 11 条 申請代表者は、補助事業の中止、又は廃止をしようとするときは、あらかじめ様式

５により知事に申請し、その承認を受けなければならない。 

 

 （概算払の請求） 

第 12 条 申請代表者が補助金の概算払を受けようとするときは、様式６により知事に請求し

なければならない。 

２ 知事は、前項の規定による請求があった場合において、その内容を審査し、適当と認め

るときは補助金の全部又は一部について概算払をするものとする。 

 

 （実績報告） 

第 13 条 申請代表者は、補助事業が完了したとき、その日から起算して１月を経過した日（補

助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知を受領した日から１月を経

過した日）又は交付決定のあった日の属する年度の２月２８日のいずれか早い日までに、



様式７により知事に報告しなければならない。 

 

 （補助金の額の確定） 

第 14 条 知事は、前条の規定により実績報告書の提出を受けた場合において、その内容を審

査し、適当であると認めたときは、当該実績報告書に基づいて、第５条により算定した額

と交付額のいずれか少ない方の額により、補助金の額を確定するものとする。 

２ 知事は、前項の規定による額の確定後であっても、補助金等に係る予算の執行の適正を

期するため必要があるときは、申請代表者若しくは法人グループの構成員に対して報告を

させ、又は申請代表者若しくは法人グループの構成員の承諾を得た上で職員にその事務所、

事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させるこ

と（以下「検査等」という。）ができるものとする。 

３ 申請代表者又は法人グループの構成員は、前項の検査等に協力するよう努めなければな

らない。 

 

 （消費税仕入控除税額の確定に伴う報告） 

第 15 条 事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金にかかる消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除額が０円の場合を含む。）は、様式８

により速やかに、遅くとも事業完了日の属する年度の翌々年度６月３０日までに知事に報告

しなければならない。また、この補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合に

は、当該仕入控除税額を県に返還しなければならない。 

 

 （その他） 

第 16 条 特別の事情により第７条、第 10 条、第 11 条、第 13 条に定める手続によることが

できない場合には、あらかじめ、知事の承認を受けてその定めるところによるものとする。 

 

 附 則 

この交付要綱は、令和７年６月６日から施行し、令和７年度の補助金に適用する。 

 



様式１（第７条関係） 

 

第     号  

年  月  日  

 

 福岡県知事 殿 

 

 

所 在 地            

法人グループ名 

申請代表者名             

代表者名 

（代表者による記名押印又は署名） 

 

 

  年度福岡県外国人介護人材確保強化事業費補助金交付申請書 

 

 

このことについて、福岡県外国人介護人材確保強化事業費補助金交付要綱第７条の規定

に基づき、下記により補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。 

 

 

 

記 

 

  １ 法人グループ情報（様式１－１） 

 

２ 交付申請額    金           円 

 

３ 経費所要額調書（様式１－２） 

 

４ 支出計画書（様式１－３） 

 

５ 事業計画書（様式１－４） 

 

６ 役員一覧（様式１－５） 

  ※法人グループに構成されるすべての法人の役員全員の記載が必要 

 

７ 同意書（様式１－６） 

  ※法人グループに構成されるすべての法人分が必要 

 

８ その他参考となる書類 



様式１－１

(1)

(2)

(3)

(4)

法人番号 法人名 主たる法人の所在住所 従業員数

法人として同
事業で他の都
道府県で補助
を受けている
か

①　事業内容

○

○

②　事業実施体制

　任意様式により提出

福岡県外国人介護人材確保強化事業　法人グループ情報

(5)

（ア）法人グループの基本情報

申請代表者の
主たる法人の所在住所

法人グループ名

申請代表者法人番号

海外現地での介護人材候補者に対する学習支援　※この取組は必須

（自由記述）

送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集

海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化

海外現地での説明会開催等の採用・広報活動   ※この取組は必須

その他海外現地における外国人介護人材確保のための取組

（イ）事業計画

グループに構成される法人

申請代表者名（法人名）



様式１－２

経費所要額調書

法人グループ名 総事業費
総事業費から寄付
金その他の収入額
を控除した額

総事業費のうち対
象経費の支出予定

額
選定額 補助率

グループに構
成される法人

数
補助限度額 補助金申請額

（A） （B） （C） （D） （E） (F) （G) （H）
円 円 円 円 法人 円 円

１０／１０

合　　　計

注 １　（D）欄は、（Ｂ）欄と（C）欄の額を比較して少ない方の額を記入すること。

２　（G）欄の補助限度額は、１法人500,000円×法人グループ内の法人数の額を記入すること。ただし、10法人分の5,000,000円を上限とする。

３　（H）欄は、（D）欄の額に（E）欄の補助率を乗じた額と（G）欄を比較して少ない方を記入すること。（1,000円未満切捨て）。

【外国人介護人材確保強化事業】



様式１－３

法人グループ名：　　　　　　　　　　　　

内容
（１）送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集

（２）海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化

（３）海外現地での説明会開催等の採用・広報活動

支出予定額（円） 事業費内訳 内容

(委託先について）

委託先

委託

委託

委託

役務費　※３

委託費　※４

使用料・借上料

備品購入費

分類

合 計

※１　人件費には「給料・職員手当等・報酬・報償費」等を記載すること。事業費内訳に1人当たり単価及び対象人数を必ず記載すること。

※２　需用費には「消耗品費・燃料費・印刷製本費・光熱水費」等を記載すること。

※３　役務費には「通信運搬費・保険料・手数料」等を記載すること。

※４　委託を行う場合には委託先を記載すること。

支出計画書

区分

人件費　※１

需用費　※２

会議費

旅費

（４）海外現地での介護人材候補者に対する学習支援

（５）その他海外現地における外国人介護人材確保のための取組

実施内容・委託金額



様式１－４

【外国人介護人材確保強化事業】

方法等 実 施 時 期

（２）海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化

方法等 実 施 時 期

事業計画書

法人グループ名：　　　　　　　　　　　　

（１）送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集

内　　　　　　　容

内　　　　　　　容



方法等 実 施 時 期

（４）海外現地での介護人材候補者に対する学習支援

方法等 実 施 時 期

（５）その他海外現地における外国人介護人材確保のための取組

方法等 実 施 時 期 内　　　　　　　容

（３）海外現地での説明会開催等の採用・広報活動

内　　　　　　　容

内　　　　　　　容



様式１－５

福岡県知事　殿

年 月 日

申請代表者
氏名

法人名

　※ 法人グループに構成される法人の役員全員を記載すること。

役　員　一　覧
年 月 日

（法人情報）
所 在 地

名 称

役職名 姓ｶﾅ
（半角ｶﾅ）

名ｶﾅ
（半角ｶﾅ）

姓 名

生年月日

性別
男性:M
女性:F

元号
大正:T
昭和:S
平成:H
令和:R



様式１－６

〇

〇

〇

〇

〇

〇

同　意　書

福岡県外国人介護人材確保強化事業費補助金の申請に関して、次のとおり同意します。

法人グループの名称は〇〇とします。

この法人グループは、外国人介護人材を確保する観点から、海外現地での働きかけを強化し、海
外現地の学校との連携を強化するなど、現地での人材確保に資する取組を行い、外国人介護人材
の受入促進を行うことを目的とします。

法人グループ内の申請代表者は〇〇とし、申請代表者が一括して補助対象経費の支払を行い、一
括して補助金の交付を受けることに同意します。
また、本事業に関する連絡は申請代表者に行うことに同意します。

（記名押印又は代表者による署名）

福岡県外国人介護人材確保強化事業費補助金交付要綱及び福岡県外国人介護人材確保強化事業実
施要領の内容を確認しており、申請書及び添付資料に記載した情報は偽りありません。

本事業の実施に関しては、法人グループ内で協議の上決定し、本事業を遂行するものとします。

構成される法人グループ内に、同一関係の法人はありません。

所 在 地

法 人 名

代表者名



様式２（第８条関係） 

 

 第    号 

 

 

  年度福岡県外国人介護人材確保強化事業費補助金交付決定通知書 

 

 

所 在 地            

法人グループ名 

申請代表者名             

代表者名 

             
 

 

  年  月  日付   第   号で申請のあった福岡県外国人介護人材確保

強化事業費補助金については、福岡県補助金等交付規則（昭和３３年福岡県規則第５号。

以下「規則」という。）第４条及び福岡県外国人介護人材確保強化事業費補助金交付要綱（以

下「要綱」という。）第８条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定した

ので通知します。 

 

 

  年  月  日 

 

福岡県知事      

 

記 

 

 

１ この補助金の交付の対象となる事業は、要綱第４条に定める事業とし、その内容は

当該補助金交付申請書記載のとおりとする。                

 

２ 補助事業に要する経費及び補助金の額は次のとおりである。 

（１）事業に要する経費    円 

（２）補助金の額         円 

 

３ 補助金の確定額は、要綱第５条に定める交付額の算定方法により行うものとする。 

 

４ この補助金に係る事業実績報告書の提出期限は、事業完了後１か月以内又は交付決

定のあった日の属する年度の２月２８日のいずれか早い日までとする。 

 

５ 補助事業者は、規則及び要綱に従わなければならない。

 

 

 



 

様式３（第８条関係） 

 

 第    号 

 

 

  年度福岡県外国人介護人材確保強化事業費補助金不交付決定通知書 

 

 

所 在 地            

法人グループ名 

申請代表者名             

代表者名 

             
 

 

  年  月  日付   第   号で申請のあった福岡県外国人介護人

材確保強化事業費補助金については、福岡県外国人介護人材確保強化事業費補助金

交付要綱第８条第２項の規定に基づき、次の理由により交付しないこととしました

ので通知します。 

 

 

（交付しない理由） 

 

 

 

 

年  月  日 

 

 

福岡県知事  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式４（第１０条関係） 

           

 第    号 

  年  月  日 

 

 福岡県知事 殿 

 

 

所 在 地            

法人グループ名 

申請代表者名             

代表者名 

（代表者による記名押印又は署名） 

 

 

  年度福岡県外国人介護人材確保強化事業費補助金変更交付申請書 

 

 

  年  月  日付     第     号で（変更）交付決定を受けた福岡県

外国人介護人材確保強化事業費補助金について、事業の内容の変更を受けたいので

福岡県外国人介護人材確保強化事業費補助金交付要綱第１０条の規定に基づき下記

のとおり申請します。 

 

記 

 

  １ 法人グループ情報（様式１－１） 

 

２ 変更交付申請額   金         円 

（変更交付決定額） 

 

３ 既交付決定額  金         円（差引申請額       円） 

 

４ 経費所要額調書（様式１－２） 

 

５ 支出計画書（様式１－３） 

 

６ 事業計画書（様式１－４） 

 

７ その他参考となる書類 

   



 

様式５（第１１条関係） 

           

 第    号 

  年  月  日 

 

 福岡県知事 殿 

 

 

所 在 地            

法人グループ名 

申請代表者名             

代表者名 

 

 
 

 

 

年度福岡県外国人介護人材確保強化事業費補助金中止（廃止）承認申請書 

 

 

  年  月  日付     第     号で（変更）交付決定を受けた福岡県

外国人介護人材確保強化事業費補助金について、事業の中止（廃止）の承認を受け

たいので福岡県外国人介護人材確保強化事業費補助金交付要綱第１１条の規定に基

づき下記のとおり申請します。 

 

 

記 

 

  １ 法人グループ（様式１－１） 

 

 

２ 中止（廃止）の理由 

 

 

 

 

 

 

３ 中止（廃止）の時期 

 

 



 

様式６（第１２条関係） 

 第    号 

  年  月  日 

 

福岡県知事 殿 

 

 

所 在 地            

法人グループ名 

申請代表者名             

代表者名 

 

 

  年度福岡県外国人介護人材確保強化事業費補助金概算払請求書 

 

 

 年  月  日  第    号で（変更）交付決定を受けた福岡県外

国人介護人材確保強化事業費補助金について、福岡県外国人介護人材確保強化事業

費補助金交付要綱第１２条の規定に基づき、下記のとおり概算払されるよう請求し

ます。 

 

 

記 

 

 

  １ 法人グループ情報（様式１－１） 

 

  ２ 交付決定額   金          円 

（変更交付決定額） 

 

  ３ 受 入 済 額   金          円 

 

  ４ 今回請求額   金          円 



 

様式７（第１３条関係） 

 第    号 

  年  月  日  

  

 福岡県知事 殿 

 

 

所 在 地            

法人グループ名 

申請代表者名             

代表者名 

 

 

  年度福岡県外国人介護人材確保強化事業費補助金実績報告書 

 

 

 

  年  月  日  第    号で（変更）交付決定を受けた福岡県外

国人介護人材確保強化事業費補助金に係る実績報告について、福岡県外国人介護人

材確保強化事業費補助金交付要綱第１３条の規定に基づき、下記の関係書類を添え

て報告します。 

 

 

記 

 

 

１ 法人グループ情報（様式１－１） 

 

２ 補助金精算額  金                    円 

 

３  経費所要額精算書（様式７－１） 

 

４ 対象経費の精算額内訳（様式７－２） 

 

５ 事業報告書（様式７－３） 

 

６ その他添付資料 

（１）補助対象事業の概要を示す写真 

（２）その他参考となる資料 



様式７－１

法人グループ名 総事業費

総事業費か
ら寄付金そ
の他の収入
額を控除し
た額

総事業費の
うち対象経
費の実支出

額

選定額 補助率 交付決定額 確定額
補助金

受入済額

差引過
不足額

（Ｇ－Ｈ）

（A） （B） （C） （D） （E） （F） （G） （H） （I）
円 円 円 円 円 円 円 円

合　計

注 １　（Ｄ）欄は、（Ｂ）欄と（Ｃ）欄の額を比較して少ない方の額を記入すること。

２　（Ｇ）欄は、（Ｄ）欄の額に（Ｅ）欄の補助率を乗じた額（1,000円未満切捨て）と（Ｆ）欄の額を比較して少ない方の額を記入すること。

３　（Ｈ）欄は、概算払請求により受入を行った補助金額を記入すること。

経費所要額精算書

備考

【外国人介護人材確保強化事業】

１０／１０



様式７－２

法人グループ名：　　　　　　　　　　　　

内容

（１）送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集

（２）海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化

（３）海外現地での説明会開催等の採用・広報活動

支出済額（円） 事業費内訳 内容

(委託先について）

委託先

対象経費の精算額内訳

区分

使用料・借上料

備品購入費

人件費　※１

旅費

需用費　※２

会議費

役務費　※３

委託費　※４

（４）海外現地での介護人材候補者に対する学習支援

（５）その他海外現地における外国人介護人材確保のための取組

※１　人件費には「給料・職員手当等・報酬・報償費」等を記載すること。事業費内訳に1人当たり単価及び対象人数を必ず記載すること。

※２　需用費には「消耗品費・燃料費・印刷製本費・光熱水費」等を記載すること。

※３　役務費には「通信運搬費・保険料・手数料」等を記載すること。

※４　委託を行う場合には委託先を記載すること。

合 計

分類 実施内容・委託金額

委託

委託

委託



様式７－３

【外国人介護人材確保強化事業】

方法等 実 施 時 期

（２）海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化

方法等 実 施 時 期 内　　　　　　　容

事業報告書

法人グループ名：　　　　　　　　　　　　

（１）送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集

内　　　　　　　容



方法等 実 施 時 期

（４）海外現地での介護人材候補者に対する学習支援

方法等 実 施 時 期

（５）その他海外現地における外国人介護人材確保のための取組

方法等 実 施 時 期

（３）海外現地での説明会開催等の採用・広報活動

内　　　　　　　容

内　　　　　　　容

内　　　　　　　容



 

様式８（第１５条関係） 

 

 第     号 

  年  月  日 

 

 福岡県知事 殿 

 

 

所 在 地            

法人グループ名 

申請代表者名             

代表者名 

 

 

 

    年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

 

  年  月  日   第    号により（変更）交付決定があった    

年度福岡県外国人介護人材確保強化事業費補助金について、福岡県外国人介護人材

確保強化事業費補助金交付要綱第１５条に基づき、下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

１ 法人グループ情報（様式１－１） 

 

２ 福岡県補助金等交付規則（昭和３３年福岡県規則第５号）第１４条の規定に基

づく額の確定額又は事業実績報告額 

        金            円 

 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額（要県補助金返還相当額） 

        金            円 

 

 

４ 添付書類 

  ３の消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳等 

 


